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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、eラーニング教材を使う教員側の物理的・心理的負担に注目し、持
続可能なeラーニング環境の構築に向けた実証研究を行うことであった。そこで3年間の研究期間の中で、（1）
研究メンバーによる問題意識の共有およびシステムβ版の開発、（2）eラーニングを活用している教員を対象と
した予備調査および半構造化インタビュー、（3）日本語教員および英語教員を対象としたeラーニングに対する
信念やニーズを探るための本調査、を行なった。そして本調査の結果に基づき、日本語・英語教員のニーズに応
える持続可能なeラーニングシステムを構築し公開した。

研究成果の概要（英文）：One of the main purposes of this study was to develop an open-source 
e-learning platform which could reduce the language teachers' physical and psychological burdens. 
Based on the discussions we had among the research members, we had developed a prototype of the 
e-learning system. Then, a pilot study and semi-structured interviews were conducted, and, based on 
the interview data, the questionnaire was created. Finally, online survey was implemented to explore
 the language teachers' beliefs and needs on Information and Communication Technology. Based on the 
results, an open-source e-learning platform has been developed, and it is available online for free.
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1. 研究開始当初の背景 
研究代表者を中心とした申請者らは、

2010 年度から学習管理システム (LMS) で
ある Moodle を導入し、教員が授業で活用で
きる環境を整えてきた。さらに e ラーニン
グシステムの利用推進および学習効果の測
定を行うために有志教職員でプロジェクト
を立ち上げ、2009 年から定期的にミーティ
ングを行ってきた。その後、2012 年、2014
年にはシンポジウムを開催し、これらの成
果を学外に向けて発信した。また 2013 年に
は Moodle 利用のためのマニュアルを作成
し無料公開している。 

これらの実践の成果は学会で継続的に
報告してきた (有田他, 2011; 土岸他, 2011; 
中西, 2013; 大澤他, 2009, 2010, 2011, 2012; 
竹井他, 2009, 2010, 2011)。講義科目に関す
る Moodle についての教育効果の検証も行
い，論文として公刊した (中西, 2014)。そこ
ではやはり Moodle 利用によるポジティブ
な教育効果が得られている。また、複数の
講義科目、英語系科目、情報系科目に関し
ても、アクセスログと成績との関係につい
て検討を行い，その結果は著書としてまと
めた (大澤・中西, 2015)。 

このように、これまで申請者らは e ラー
ニング環境の整備と、e ラーニングを行うこ
とによる効果の測定を継続して続けてきた。
e ラーニングに掲載する教材の開発も積極
的に行っており，英語教育用のアニメ動画
教材 (Culture Swap) を開発し、既に実践的
に授業で活用している (Ozawa et al., 2014; 
竹井・大澤, 2014)。英語教育については
Moodle 上で英語に対する自信度調査を行
い (大澤他, 2012)、TOEIC Bridge で測定され
た英語力との関係を縦断的に検討している。
こうした英語科目における実践についての
研究 (大澤他, 2010)，Moodle を実際に利用
した教員へのインタビューなども行ってい
る (土岸他, 2012)。 

これらの取り組みは、e ラーニングの導
入と、それに伴う教育効果の検討という意
味では一定の成果を得た。一方、e ラーニン
グの導入障壁や、導入することよってどの
程度教員の負担が減ったかといった点につ
いて、つまり、特に教育側のコストの問題
についてはほとんど扱われていない。e ラー
ニングを導入する目的の一つは、従来型の
教育を代替する方法論として、効果に差が
なかったとしても教育コストが低減でき、
空いた時間をよりマンパワーを必要とする
指導に振り分けられるという点にある。逆
に、効果があってもコストが従来型よりも
高くなってしまえば、持続可能性という意
味で問題となる。また、単に物理的なコス
トだけではなく、心理的な障壁も大きい。
学生側にはコンピュータを用いた教育の障
壁は比較的少ないが (Liaw, 2008)、むしろ教
員側に根強い抵抗感が存在する可能性があ
る。e ラーニング教材の場合、教材開発を系

統的に行うことによって、複数クラスの教
育の質を等しく保ち、継続的な教材改善を
行う上でも有効である。また、ログデータ
が残るため、改善のための実証データも得
やすい。こうした特徴を生かした教育のた
めには、誰でも利用でき、e ラーニングに対
して苦手意識を持つ教員でも積極的に利用
したいと思える e ラーニングプラットフォ
ームおよび教材を開発することは極めて有
効であると考えられる。 
 
2. 研究の目的 

本研究の目的は、英語教育と日本語教育
を行うための e ラーニング教材を利用する
ためのプラットフォームを開発することで
ある。実際に教材を使う教員側の物理的・
心理的負担にも着目し、持続可能な e ラー
ニング環境の構築に向けた実証研究を行う
点に特徴がある。以上の目的のために、特
定のプラットフォームに依存しない、より
多くの教員が使いやすい e ラーニング教材
の開発を行う。なお教材の開発にあたって
は、「教員のニーズに応える」ことを目的
とするため、聞き取り調査や質問紙調査な
どを行うこととした。 

 
3. 研究の方法 

1 の「研究開始当初の背景」で述べたよ
うに、英語・日本語教員の心理的障壁を取
り除き、教育コストの負担を軽減すること
を主な目的として研究を進めた。そのため
まずは研究代表者および研究代表者、そし
て e ラーニングを活用している研究者も交
えて複数回のミーティングを行い、問題意
識を共有した。そこでの議論をもとにシス
テムのβ版の開発を行った。その後、オン
ラインで予備調査を行い、回答者からの聞
き取り調査を行った。その後本調査を行い、
英語、日本語教員のニーズを明らかにした。
それらのニーズを分析した上で、無料で利
用できるシステムの開発を行った。 
 
4. 研究成果 

研究機関の 1 年目である 2015 年度は研
究代表者および研究代表者を中心に複数回
のミーティングを行い、問題意識を共有し
た。そこで明らかになったのは「e ラーニン
グシステムの活用以前に、システムを利用
できる環境にいない教員がたくさんいる」
ということであった。そのため、まずは 2016
年度以降に行う予定であった e ラーニング
システム β 版の開発を行った。これは必要
最低限の機能を備えたシンプルなシステム
であるが、既存の eラーニングシステムとは
異なり、特定の eラーニング・プラットフォ
ームに依存することなく利用できるという
特長がある。従来であればオープンソース
であれ商用であれ、e ラーニングを利用する
ためのシステムを構築するという物理的な
障壁が存在していたが、このシステムを利



用すればこの問題を解決できるかもしれな
いと考えた。  
年目である2 2016 年度は 4 月にオンライン

で予備調査を行い 24 件の回答を得た。その
中から 5 名を抽出し、「現在利用している
システムおよびその活用法」「現在抱えて
いる問題」「e ラーンニング活用におけるニ
ーズ」をはじめとした半構造化インタビュ
ーを行った。その結果をもとに 2017 年 2 月
に学外研究者の協力を得て KJ 法を用いた
データの分類作業を行なった。そして聞き
取りデータを「学生へのシステム利用に関
する周知方法」「問題の作成およびプール」
「小テスト機能」「システムのインターフ
ェイス」「システムの利用の簡易性」「紙
媒体との融合」「学習者による主体的利用」
の 7 つに分類し、本調査に利用することに
した。 

最終年度である 2017 年度には本調査を
実施した。前年度の分類および大学 ICT 推
進協議会による「高等教育機関における
ICT の利活用に関する調査研究」質問紙を
研究メンバーで検討した上で、7 月にオン
ラインで調査を実施し、121 名からの回答
を得た。その結果回答者からのニーズの高
かった「問題作成のユーザインタフェイス
の改善」「問題バンクおよび簡易 CAT 機能」
「問題プール」「学習者の主体的利用を促
すランキング機能」などを実装することに
した。開発したシステムの概要については
国内外の複数の学会で発表するとともに、
ワークショップを開催し、実際に利用した
ユーザからのフィードバックも得ている。
現在試験的に利用しているユーザからのフ
ィードバックを得た上で、今後も継続して
システムの検証を行っていく予定である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 1. 開発システムのログイン画面 
 

そのほか、特定目的のための英語
（English for Specific Purposes）教育におい
て、タスク・ベースの言語指導（Task-based 
Language Teaching）の手法を援用した教育
実践の方法を検討する中で、PC やスマート
フォンを利用した学習法のあり方を検討し
ている。またウェブポートフォリオと連携

する学習者適応型英語語彙学習モバイル・
アプリケーションの開発も行なっており、
開発したシステムは、本研究課題で開発し
たシステムやコンテンツとの連携が可能で
ある。  
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